財政のあらまし（2022Ⅱ 150号）の概要
◎令和４年度上半期財政状況（P2）
・６月補正予算では、喫緊の課題である新型コロナウイルス感染症対策と原油・原材料価格の高騰対策への必要な対応を行うとともに、当初予算に政策的な肉付けを行う予算として、本県の将来の飛躍・発展に向けた取り組み、誰一人取り残さない温もりのある社会づくり、県民生活の安全・安心の更なる確保といった点に特に重点を置いて予算を編成
・９月補正予算では、８月の豪雨災害及び６月の能登地方を震源とする地震からの災害復旧などの緊急を要する対策のほか、新型コロナウイルス感染症対策や、コロナ禍や原油価格・物価高騰などにより厳しい状況にある事業者への支援と将来の成長に向けた後押しなど、６月補正予算編成以後の情勢の変化や事業の進捗等を踏まえ、新たな対応が必要となった施策について予算を編成
◎令和３年度一般会計決算状況（P10）

（歳　入）
　・歳入総額は、対前年度比8.0％増の7,090億円
　・製造業を中心とした景気の持ち直しの動きを反映し、法人関係税を中心に県税収入が増加（対前年度比＋5.1％）
・また、新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金等の諸収入（対前年度比＋33.4％）や、国の補正予算で追加された地方交付税（対前年度比＋16.4％）が大幅に増加
　・実質県税は前年度から増加し、1,967億円（対前年度比＋6.0％）

（歳　出）
　・歳出総額は、対前年度比7.6％増の6,940億円
　・一般行政経費は、新型コロナウイルス感染症への対応のほか、地方交付税超過交付分の減額精算に備えるための積立などにより、対前年度比＋12.7％

　・投資的経費は、新県立図書館の整備などにより、対前年度比＋6.1％
（収　支）

　・形式収支(歳入－歳出)は150億円、実質収支(形式収支－翌年度繰越財源)は18億円の、黒字
（経常収支比率）

　・R3年度決算における経常収支比率は、国補正予算で地方交付税が追加措置されたことにより、対前年度比6.6ポイント減の87.7％（全国平均88.0％）となり、2年連続で改善

[image: image1.emf]経常収支比率の推移

(単位：％）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

令和元年度

２年度 ３年度

石川県 93.4 92.4 92.8 94.1 95.2 94.2 93.5 95.8 94.3 87.7

全 国 94.1 93.0 93.5 94.1 95.4 95.2 94.5 95.4 94.7 88.0

(交付団体)

(94.4) (93.2) (93.6) (94.4) (95.8) (95.5) (94.9) (95.8) (95.0) (88.2)

区　　　　分

経常収支比率


◎財政健全化に関する指標（P19）
　・R3年度決算における健全化判断比率は、全て早期健全化基準未満

[image: image2.emf]実質公債費比率、将来負担比率の推移

(単位：％）

H24年度H25年度H26年度H27年度H28年度H29年度H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

石川県 16.5 15.5 14.9 14.3 13.9 13.5 13.2 12.9 12.7 12.6

全 国 13.7 13.5 13.1 12.7 11.9 11.4 10.9 10.5 10.2 10.1

石川県 229.7 229.3 217.2 210.6 214.3 214.9 217.1 215.9 213.9 196.6

全 国 210.5 200.7 187.0 175.6 173.4 173.1 173.6 172.9 171.3 160.3

※早期健全化基準：実質公債費比率 25％、将来負担比率 400％

区　　　　分

実質公債費比率

将来負担比率


◎本県の財務諸表（企業会計的手法を用いた財政状況の分析）（P23）
　・財務諸表･･･貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書
＊ 行政コスト計算書の概況（P24）
　・県が提供する行政サービスに必要な経費の内訳を示すもの

　・補助金や社会保障関係経費などの移転費用（移転支出的なコスト）が46.8％（前年度45.8％）と最も大きい。施設の維持管理費や減価償却費などの物件費等（物にかかるコスト）は26.3％（同25.7％）、教員や警察官も含めた人件費（人にかかるコスト）は26.0％（同27.0％）
＊ 貸借対照表の概況（P26）
　・資産は1兆7,042億円（前年度1兆6,808億円）。うち道路や学校等の有形固定資産が
　　1兆3,600億円（同1兆3,526億円）で最も大きく、全体の約８割
　・負債は1兆3,334億円（前年度1兆3,397億円）。うち県債残高は1兆2,109億円（同1兆2,123億円）
　・純資産は3,708億円（前年度3,411億円）。資産が負債を上回っており、いわゆる債務　　　超過の状態には陥っていない

＊ 純資産変動計算書の概況（P28）　
・純行政コストとして4,652億円支出(純資産の減)があった一方、県税などの一般財源3,503億円、国補助金1,411億円の収入があったこと等により、今年度の純資産は297億円増加。
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経常収支比率

		

						経常収支比率の推移

																																																														(単位：％）

						区　　　　分				元年		２年		５年		８年度		９年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度		15年度		17年度		18年度		19年度		20年度		21年度		22年度		23年度		24年度		25年度		26年度		27年度		28年度		29年度		30年度		元年度		２年度										H22.12版

						経常収支比率		石川県		69.4		66.5		76.0		78.8		82.6		83.9		81.9		81.8		84.0		86.7		85.4		92.9		92.8		96.7		96.7		95.3		92.6		94.7		93.4		92.4		92.8		94.1		95.2		94.2		93.5		95.8		94.3

								全　国		69.4		68.7		79.4		83.7		88.3		90.5		87.7		86.6		88.9		91.5		89.1		92.8		93.6		96.7		95.3		95.2		90.9		93.9		94.1		93.0		93.5		94.1		95.4		95.2		94.5		95.4		94.7

						（注）１　出典は、都道府県決算状況調（総務省調査）です（令和２年度は本県調査による速報値）。

						　　　２　全国欄の比率は単純平均です。

						経常収支比率の推移

																																																																(単位：％）

						区　　　　分				元年		２年		５年		８年度		９年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度		15年度		17年度		18年度		19年度		20年度		21年度		平成22年度		23年度		24年度		25年度		26年度		27年度		28年度		29年度		30年度		令和元年度		２年度		３年度								H22.12版

						経常収支比率		石川県		69.4		66.5		76.0		78.8		82.6		83.9		81.9		81.8		84.0		86.7		85.4		92.9		92.8		96.7		96.7		95.3		92.6		94.7		93.4		92.4		92.8		94.1		95.2		94.2		93.5		95.8		94.3		87.7

								全　国		69.4		68.7		79.4		83.7		88.3		90.5		87.7		86.6		88.9		91.5		89.1		92.8		93.6		96.7		95.3		95.2		90.9		93.9		94.1		93.0		93.5		94.1		95.4		95.2		94.5		95.4		94.7		88.0

								(交付団体)		69.4		68.7		79.4		83.7		88.3		90.5		87.7		86.6		88.9		91.5		89.1		92.8		93.6		96.7		95.3		95.2		(91.1)		(94.1)		(94.4)		(93.2)		(93.6)		(94.4)		(95.8)		(95.5)		(94.9)		(95.8)		(95.0)		(88.2)

						（注）１　出典は、都道府県決算状況調（総務省調査）です（令和３年度は本県調査による速報値）。

						　　　２　全国欄の比率は単純平均です。

						　　　３　交付団体は東京都を除く道府県であり、比率は交付団体の単純平均です。





記者発表用

		

																																																												(単位：％）

						区　　　　分				元年		２年		５年		８年度		９年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度		15年度		17年度		18年度		19年度		20年度		H22年度		H23年度		H24年度		H25年度		H26年度		H27年度		H28年度		H29年度		H30年度		R1年度		R2年度								H22.12版

						経常収支比率		石川県		69.4		66.5		76.0		78.8		82.6		83.9		81.9		81.8		84.0		86.7		85.4		92.9		92.8		96.7		96.7		92.6		94.7		93.4		92.4		92.8		94.1		95.2		94.2		93.5		95.8		94.3

								全　国																																90.9		93.9		94.1		93.0		93.5		94.1		95.4		95.2		94.5		95.4		94.7

								(交付団体)		69.4		68.7		79.4		83.7		88.3		90.5		87.7		86.6		88.9		91.5		89.1		92.8		93.6		96.7		95.3		(91.1)		(94.1)		(94.4)		(93.2)		(93.6)		(94.4)		(95.8)		(95.5)		(94.9)		(95.8)		(95.0)





→参考H29

		





H29経常収支比率

		

																																																								(単位：％）

						区　　　　分				元年		２年		５年		８年度		９年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度		15年度		17年度		18年度		19年度		20年度		21年度		22年度		23年度		24年度		25年度		26年度		27年度		28年度		29年度								H22.12版

						経常収支比率		石川県		69.4		66.5		76.0		78.8		82.6		83.9		81.9		81.8		84.0		86.7		85.4		92.9		92.8		96.7		96.7		95.3		92.6		94.7		93.4		92.4		92.8		94.1		95.2		94.2

								全　国		69.4		68.7		79.4		83.7		88.3		90.5		87.7		86.6		88.9		91.5		89.1		92.8		93.6		96.7		95.3		95.2		90.9		93.9		94.1		93.0		93.5		94.1		95.4		95.2

						（注）１　出典は、都道府県決算状況調（総務省調査）です（29年度は本県調査による速報値）。

						　　　２　全国欄の比率は単純平均です。





H29記者発表用

		

																																																								(単位：％）

						区　　　　分				元年		２年		５年		８年度		９年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度		15年度		17年度		18年度		19年度		20年度		21年度		22年度		23年度		24年度		25年度		26年度		27年度		28年度		29年度								H22.12版

						経常収支比率		石川県		69.4		66.5		76.0		78.8		82.6		83.9		81.9		81.8		84.0		86.7		85.4		92.9		92.8		96.7		96.7		95.3		92.6		94.7		93.4		92.4		92.8		94.1		95.2		94.2

								全　国		69.4		68.7		79.4		83.7		88.3		90.5		87.7		86.6		88.9		91.5		89.1		92.8		93.6		96.7		95.3		95.2		90.9		93.9		94.1		93.0		93.5		94.1		95.4		95.2
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Ｐ20実質公債費比率

		

						実質公債費比率の推移

																																																		(単位：％）								H22.12版

						区　　　　分				元年		２年		５年		８年度		９年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度		15年度		16年度		20年度		23年度		25年度		26年度		平成28年度		平成30年度		令和元年度		令和２年度		令和３年度

						実質公債費比率		石川県		11.2		10.6		10.7		－		－		－		－		－		－		－		－		－		14.4		17.3		15.5		14.9		13.9		13.2		12.9		12.7		12.6

								全　国		9.6		9.1		9.5		－		－		－		－		－		－		－		－		－		12.8		13.9		13.5		13.1		11.9		10.9		10.5		10.2		10.1

						起債制限比率		石川県		11.2		10.6		10.7		11.2		11.0		10.8		10.7		10.7		10.6		10.1		10.0		10.3		11.2		12.3		13.1		13.8		13.8		13.8

								全　国		9.6		9.1		9.5		10.5		10.7		11.1		11.7		12.2		12.6		12.6		12.5		12.6		12.4		12.3		11.8		11.6		11.6		11.6

						（注）１　出典は、総務省調査によるものです（令和３年度は速報値）。

						　　　２　全国欄の比率は加重平均です。





記者発表用

																																										※直近１０年分を掲載

						実質公債費比率、将来負担比率の推移																												(単位：％）

						区　　　　分				20年度		H22年度		H23年度		H24年度		H25年度		H26年度		H27年度		H28年度		H29年度		H30年度		R1年度		R2年度		R3年度

						実質公債費比率		石川県		14.4		16.7		17.3		16.5		15.5		14.9		14.3		13.9		13.5		13.2		12.9		12.7		12.6

								全　国		12.8		13.5		13.9		13.7		13.5		13.1		12.7		11.9		11.4		10.9		10.5		10.2		10.1

						将来負担比率		石川県		270.7		241.1		239.7		229.7		229.3		217.2		210.6		214.3		214.9		217.1		215.9		213.9		196.6

								全　国		219.3		220.8		217.5		210.5		200.7		187.0		175.6		173.4		173.1		173.6		172.9		171.3		160.3

						※早期健全化基準：実質公債費比率 25％、将来負担比率 400％





→参考　H29

		





H29 Ｐ20実質公債費比率

		

						実質公債費比率の推移

																																														(単位：％）								H22.12版

						区　　　　分				元年		２年		５年		８年度		９年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度		15年度		16年度		20年度		23年度		25年度		26年度		27年度		28年度		29年度

						実質公債費比率		石川県		11.2		10.6		10.7		－		－		－		－		－		－		－		－		－		14.4		17.3		15.5		14.9		14.3		13.9		13.5

								全　国		9.6		9.1		9.5		－		－		－		－		－		－		－		－		－		12.8		13.9		13.5		13.1		12.7		11.9		11.4

						起債制限比率		石川県		11.2		10.6		10.7		11.2		11.0		10.8		10.7		10.7		10.6		10.1		10.0		10.3		11.2		12.3		13.1		13.8		13.8		13.8		13.8

								全　国		9.6		9.1		9.5		10.5		10.7		11.1		11.7		12.2		12.6		12.6		12.5		12.6		12.4		12.3		11.8		11.6		11.6		11.6		11.6

						（注）１　出典は、総務省調査によるものです（29年度は速報値）。

						　　　２　全国欄の比率は加重平均です。





H29 記者発表用

		

						実質公債費比率、将来負担比率の推移																						(単位：％）

						区　　　　分				20年度		21年度		22年度		23年度		24年度		25年度		26年度		27年度		28年度		29年度

						実質公債費比率		石川県		14.4		15.4		16.7		17.3		16.5		15.5		14.9		14.3		13.9		13.5

								全　国		12.8		13.0		13.5		13.9		13.7		13.5		13.1		12.7		11.9		11.4

						将来負担比率		石川県		270.7		263.4		241.1		239.7		229.7		229.3		217.2		210.6		214.3		214.9

								全　国		219.3		229.2		220.8		217.5		210.5		200.7		187.0		175.6		173.4		173.1

						※早期健全化基準：実質公債費比率 25％、将来負担比率 400％






